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研究成果の概要（和文）：大学院教育におけるエンプロイアビリティの育成に関し、国内外の取

組事例を調査し、高等教育システムと雇用システムの連携等の視点から分析を加え、理論的

枠組み、実践的及び政策的なインプリケーションを考察した結果、主として以下の知見が得

られた。英国をはじめ各国の状況からは、グローバル化する知識社会の中で、大学院修了者

の雇用可能性が相対的に高まっている状況が垣間見え、学問を基盤としたエンプロイアビリ

ティ育成の有効性が示唆される。他方、産学連携による大学院教育がエンプロイアビリティ

の向上に効果的であることも認められ、単純に伝統的アカデミズムによる大学院教育が肯定

されるわけではない。高度の専門的知識と共に、高次の汎用的スキルが評価されている可能

性が伺える。 
 
研究成果の概要（英文）：This research has explored a theoretical framework for the enhancement of 
employability in postgraduate education through analysing cases from Japan and overseas.  A particular 
focus is placed upon linkages between the higher education system and employment system of each 
nation.  Results of the research have shown the following findings and implications for practitioners 
and policy makers as well as researchers.  One of the findings is increasingly better employment 
outcomes of UK and other nations’ postgraduates in recent years.  Trends towards the globalised 
knowledge economy may have positively influenced postgraduates’ employability.  This implies the 
effectiveness of employability-related skills development that is embedded into discipline-based 
academic education.  Another finding points out that postgraduate education and training in partnership 
with businesses and industries is valuable for enhancing employability.  Therefore, it is not as simple as 
saying that the results have confirmed the value of traditional academism in postgraduate education.  
The findings suggest the significance of higher-order generic skills of postgraduates as well as that of 
their expertise in their discipline for their employment outcomes. 
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１．研究開始当初の背景 
（１）事務系を含め、管理職・専門職の多く

が修士・博士の学位を有するという世界
的な趨勢から、日本は取り残されている。
人口 1,000 人当たりの大学院学生数は、
米英仏の 4 分の 1 未満、韓国の 3 分の 1
程度にすぎない。様々な産業分野のプロ
フェッショナル層における大学院修了
者の優位性は、欧米だけでなく成長著し
いアジアなど世界的な現実となってい
る。日本でも 1980 年代以来、大学院拡
充が図られてきたが、平成 21 年 6 月、
文部科学省は就職難に見舞われている
博士課程の学生定員削減へ政策転換の
舵を切った。 

 
（２）その背景には、次のような日本特有の

事情があり、世界的趨勢に逆行せざるを
得なかったのである。日本的雇用慣行の
下で、新規学卒者一括採用における大学
院教育の職業的レリバンスに関する雇
用側の評価は低い。また、博士号等の学
位を取得した知識労働者の転職市場（外
部労働市場）も未発達である。 

 
（３）このような我が国の大学院教育とプロ

フェッショナル人材をめぐる課題を克
服するには、企業・大学・個人を含む諸
主体の行動変化を促す、仕事と学びの循
環及び人材の流動化に向けた政策パッ
ケージが必要である。その一環として、
大学院教育の質の改善（実質化）と職業
的レリバンスの向上すなわちエンプロ
イアビリティの育成が課題となる。 

 
２．研究の目的 

本研究は、大学院教育におけるエンプロ
イアビリティの育成に関し、国内外の取組
事例を調査し、高等教育システムと雇用シ
ステムの連携等の視点（具体的には下記参
照）から分析を加え、理論的枠組みを構築
することを目的とする。そして、その結果
から、実践的及び政策的なインプリケーシ
ョンを考察することを目指す。 

 
 〔大学院教育におけるエンプロイアビリテ
ィの育成に関する調査・分析・考察の視点〕 

（１）大学院修了者の就職・転職に当たって
の大学院教育や学位の有用性に関する
認識 

（２）雇用側の大学院教育や学位の有用性に
関する認知 

（３）大学院修了者のエンプロイアビリティ
を構成する知識・能力等の要素及び体系 

（４）大学院教育におけるエンプロイアビリ
ティの育成とアカデミックな教育の相

互関係 
（５）大学院教育におけるエンプロイアビリ

ティ育成における産学官連携の在り方 
 
３．研究の方法 
（１）国内の調査：国内の大学院の教職員・

学生、企業等に対するインタビュー調査
を中心とする事例調査を行い、その結果
を分析した。また、関連データとして、
国内でこれまでに行われてきている調
査研究等のデータを収集し、分析した。 

 
（２）海外の調査：海外のエンプロイアビリ

ティ関連政策の調査として、政策担当者
等を対象としてインタビュー調査を行
い、その結果を分析した。また、海外の
大学院について、インタビュー調査を中
心とする事例調査を実施し、その結果を
分析した。その際、政策担当者等のイン
タビューによって得られた、背景となる
政策やシステムレベルの取組に関する
知見も活用した。 

 
（３）文献調査： 国内外の関連文献の調

査・レビューを行った。 
 
（４）総合的考察：国内の事例調査の分析結

果、関連データ、海外の政策調査の分析
結果、海外の事例調査の分析結果、文献
レビューの結果等を総合的に考察して、
大学院教育におけるエンプロイアビリ
ティの育成に関する理論的枠組みの構
築を進めた。そして、以上のような国際
比較研究に基づき、日本の大学院教育に
関する実践的及び政策的なインプリケ
ーションについて考察を行った。 

 
４．研究成果 
  本研究の成果として得られた知見及び

その意義、並びに今後の研究への展望は、
以下の通りである。 

 
（１）英国をはじめ各国の状況を考察すると、

グローバル化する知識社会の中で、大学
院修了者の雇用可能性が相対的に高ま
っている状況が垣間見え、学問を基盤と
したエンプロイアビリティ育成の有効
性が示唆される。 

 
（２）他方、産学連携による大学院教育の効

果も認められることが多く、単純に伝統
的アカデミズムによる大学院教育が肯
定されるわけではない。 

 
（３）高度の専門的知識と共に、高次の汎用

的スキルが評価されている可能性が伺



える。汎用的スキルについては、自律的
に働く能力、批判的思考力、問題解決能
力、情報収集能力、創造性、反省的実践
等、様々な要素が、関係者によって指摘
されている。これらは、組織超越的で普
遍的な知であり、そうした知と知識労働
者の流動性の連関を示唆する。 

 
（４）近年、社会人基礎力や学士力に見られ

るように、学士課程教育における汎用的
スキル等のエンプロイアビリティの育
成に対する関心が高まり、関連研究も行
われてきたが、大学院教育に関するこう
した視点からの研究は少ない。この点で、
本研究は、少なからぬ意義を有する。上
述した研究成果は、国際的な視野から大
学院教育の職業的レリバンスに関する
知見を提供するものであるとともに、我
が国の大学院教育におけるエンプロイ
アビリティの育成に実践的・政策的イン
プリケーションをもたらすものである
と言える。 

 
（５）修了者のナラティヴ（語り）において、

専門知識、汎用的スキル、社会的ネット
ワーク等の面で、大学院教育と就業や職
業実践の連関構造が見い出されるとと
もに、事例ごとの強調点の違いも見られ、
連関構造の複雑性が浮かび上がった。修
了者にとっての大学院教育と職業との
連関構造は、今後、更に研究を深める必
要がある。 

 
（６）また、修了者のナラティヴからは、汎

用的スキルないし転用可能なスキルは、
大学院学生に提供される教育・訓練によ
って獲得される外的・客観的存在という
よりも、在学中の学修・研究を通じて獲
得された文脈依存的な知識・スキルが、
修了後の経験（就業経験等）の中で文脈
を超えて活用できるものに変容してい
く内的過程を経て動態的に構成される
ものであることが窺える。すなわち、個
人の経験に基づく内的過程（認知的過程
及び情意的過程等を含むと考えられる）
により、「結果として転用ないし汎用化
されたスキル」という捉え方が、有効で
はないかと考えられる。いわゆる構成主
義的な見方とも言えるが、そうした一言
で片づけるのではなく、その動態的な在
り方について更に探究する研究が求め
られる。 
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